






































































行われた看護婦の労働条件調査によれば，1950 年 2 月の時点で見た関東・東北地方の 252 の病院・
診療所のうち，初任給，昇給，早出残業手当，深夜労働手当の決定基準がはっきりしない事業場の
数はそれぞれ 172，195，189，198 にも上っていた（労働省婦人少年局編 1951，54 頁）。もっとも，
























あった。その前身となる都労協（東京地方医療労働組合協議会）は，1959 年 5 月の大会で「職種
別最低保障賃金の要求」を闘争の目標とし，賃金専門委員会を設置した。1960 年 5 月にこの都労
協を改組して再出発する東京医労連の賃金問題への関心は，この時期から明確な形を整え始める






















　また，1960 年 2 月には東京医労連傘下の 48 組合（約 5,000 人）から 10 組合が抽出され，民間病
院における医療従事者の賃金格差が調査された（次頁表 1）。その結果は，同一職種であっても勤





















































































































医労協へと受け継がれていった。1960 年 3 月 28 ～ 29 日に開催された日本医労協の第 6回常幹会
議では東京医労連の代表が基調報告を行い，「どのように賃斗をやるか」に関して「①格差をなく
する斗い。低いところを高いところに比較到達斗争











職　種 格差 初任給 5年勤務 10 年勤務 15 年勤務 20 年勤務
医　師
最高 23,000 36,800 47,100 54,250 61,400
最低 10,000 11,300 13,000 14,600 16,300
看護婦
最高 14,650 19,050 23,450 26,750 29,450
最低 8,100 8,700 9,700 10,700 11,700
准看護婦
最高 14,100 18,500 22,900 25,925 29,225
最低 8,000 8,600 9,600 10,600 11,600
事務職員
（高校卒）
最高 14,100 18,500 22,900 25,925 29,225
最低 7,820 8,600 9,500 10,500 11,500
Ｘ線技師
最高 15,200 20,150 25,100 28,400 31,700
最低 8,000 9,600 10,500 11,500 12,500
用務員
最高 11,900 14,100 16,300 18,225 20,150
最低 6,500 7,900 9,100 10,200 11,200













　1960 年 7 月 11 ～ 12 日には日本医労協の常幹会議が開かれ，統一賃金闘争の方針について「要
求額および方法（一律か一率か，混合方式か）は各組合の実情にあわせてきめられるが，最低賃金
額は一〇，〇〇〇円の統一要求とし，公務員体系の打破をめざす」ことが確認された（5）。この統一闘












　「病院スト」は東京医労連が 1961 年 11 月 1 日に第 1波統一ストに突入し幕を開けた。11 月 25
日には全日赤（全日本赤十字労働組合連合会）の第 1波ストも決行され，やがて健保労連（健康保
険病院労働組合連合会）や山形，新潟，京都，岩手の府県医労協にも波及し，闘争の規模は全国的
なものとなった。1960 年の年末までに日本医労協の統一ストライキは 7波まで繰り返され，12 月






取ることができる。日本医師会は 11 月 10 日に「われわれは極めて早期に当局が抜本的解決の熱意
を表明して，事態の改善を計ることを強く要望する。」との声明を出し，制限診療の撤廃とともに
診療報酬の引き上げを訴えた（7）。また，日本病院協会も同日政府に対し「ストに際しては医師，看
（4）　『日本医労協ニュース号外』1960 年 5 月 11 日付。この資料については文末に挙げた縮刷版を利用した（以下同
様）。
（5）　『日本医労協ニュース』No.31，1960 年 7 月 28 日付。




























　東京医労連では，1961 年 5 月の時点で 50 の組合が統一要求を提出し，全面解決は 35 組合，未
解決は順天堂大学など 15 組合であった。解決組合で一律 3,000 円を獲得したのは 13 組合，一律
2,000 円以上で見ると 25 組合，10,000 円以上の最低保障を獲得したのは 8組合であった（東京地方
医療労働組合連合会編 1983，54 頁）。新潟県医労協では，3,000 円以上を獲得したのは 4組合，平














　「病院スト」を受け，1960 年 12 月には厚生大臣の求めによって病院の経営管理の改善に関する
調査・審議を目的とする「病院経営管理改善懇談会（以下，懇談会と呼ぶ）」が設置され，労務管
理の徹底や適切な賃金体系の整備などについての提言を含む懇談会の要旨がまとめられた（厚生省


































1,000 人以上を 100 とした時の企業規模別賃金指数の変化を見てみると，規模 100 ～ 999 人の診療
エックス線技師（男）で例外的な動きが見られるとは言え，医師以外の相対的に賃金水準の低い職













職種 企業規模 1961 1964 1967 1970
医師（男）
10 ～ 99 人 115.4 132.9 ― 169.1
100 ～ 999 人 110.1 118.5 ― 133.1
薬剤師（女）
10 ～ 99 人 62.8 78.6 79.3 89.0
100 ～ 999 人 76.1 89.2 86.8 93.5
診療エックス線技師（男）
10 ～ 99 人 87.5 88.1 ― 95.4
100 ～ 999 人 98.9 97.4 ― 92.7
看護婦（女）
10 ～ 99 人 69.8 74.8 72.2 79.8
100 ～ 999 人 81.7 87.3 89.7 93.9
准看護婦（女）
10 ～ 99 人 80.7 91.2 83.8 86.8
100 ～ 999 人 89.2 95.4 93.0 95.1
注：‌サービス業における残業手当なども含んだ月間平均現金給与額での比較。1961 年については，1,000 人未満の企
業規模は① 10 ～ 29 人，② 30 ～ 99 人，③ 100 ～ 499 人，④ 500 ～ 999 人に分けられている。そのため，10 ～
99 人については①と②，100 ～ 999 人については③と④からそれぞれ得られる労働者数・賃金額を使って指数を
















た（15）。全日赤は 1960 年 5 月 12 ～ 14 日の第 15 回定期大会において，賃金格差と不合理是正を図り

















（14）　例えば，1960 年 7 月 30 日現在で行われた東京医労連傘下の 46 組合に対する賃金規定アンケートの調査結果

















　結局，1961 年 5 月 5 日にあっせん員の独自の判断に基づいて出されたあっせん案は，本社の経
営能力に対する厳しい見方を示したうえで，ベ・ア実施に関わる財源問題がクリアできない病院に














災は 1960 年 7 月に組合員に対して賃金実態調査を行い，回答者の 40.8% が手取 10,000 円に足りて
いない実情を把握，その生活実態に照らしても 10,000 円以下の賃金では生活維持は困難だとの結
論を得る。その後，8月の第 4回定期大会で最低保障賃金制の確立と大幅賃上げ，賃金体系改定な





給与も国家公務員に準じた改定以上の事はできぬ」と主張，12 月に入り，最低保障 10,000 円，平
均 8,000 円の引上げについては，国家公務員に準じて 1960 年 8 月の人事院勧告による 12.4% の改





改めて協議したい，危険手当は公務員に準じた形で 1961 年 1 月末を目途として具体案を検討する，
と回答した。全労災はこれを「要求に対するものとしてはゼロ回答」と判断，また事業団が主張す
る国家公務員の俸給表についても「上下格差が大きい」と指摘した。その後の労使交渉のなかでも





























（18）　『中央労働時報』478，1969 年 1 月，27 頁。なお，この問題は社会保険病院においても同様に現れた。
（19）　以下，特に断らない限りは日赤労組水戸支部運動史編纂委員会編（1992）504-524 頁による。
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会において一律 2,000 円を含む平均 4,000 円の賃上げ，最低保障 12,000 円の確立など，大幅賃上げ












　こうした一連の経過を経て，6月 28 日には 7月 1 日付で賃上げ実施を許可する本社の通達がよ
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当ではないであろう
4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（傍点は筆者，『日本医労協新聞』1962 年 1 月 16 日付）。





































く，全日赤が日赤本社と頭打ち解消の交渉を続けた結果，1957 年 7 月には頭打ちの場合には職種
の転換による昇給も可とする旨の通達を本社から引き出し，頭打ち問題に一旦けりをつけた経緯が




（24）　全日本赤十字労働組合連合会編『日赤本社の職階給試算について』1961 年 1 月 25 日付，1頁。





















　例えば全労災は，1957 年末の団体交渉の時点で経験年数の 10 割換算を求めているし（31），健保労










（26）　『全日赤ニュース』No.69，1957 年 7 月 25 日付。
（27）　全日本赤十字労働組合連合会編『日赤本社の職階給試算について』1961 年 1 月 25 日付，1頁。
（28）　調停申請には国共病組（国家公務員共済組合連合会病院労働組合）も加わったが，「わたり」問題は国共病組
では主張されなかったためここでは省略する。
（29）　『中央労働時報』467，1968 年 3 月，42-51 頁。『医療労働』No.76，1968 年 1 月 20 日付。『医療労働』No.83，
1968 年 8 月 20 日付。
（30）　もちろん看護婦などでは結婚・出産による労働市場からの退出は少なくなかった。
（31）　『中央労働時報』328，1958 年 7 月，38-42 頁。
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